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はじめに
　筆者は先に、2000 年代以降の日本・東アジア間の分業構造の一端を明
らかにするという観点から、日本企業の海外事業活動について毎年度調
査している経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』に基づいて、在
中国日系企業（製造業）の行動様式の特徴を全日系企業（製造業）と対
比しつつ、（a）販売先別売上高構成、（b）調達先別仕入高構成、（c）現
地法人と日本の親企業間の企業内分業度、（d）現地法人と現地の日系企業・
地場企業間取引の状況、そして最後に（e）日本・中国間の貿易収支への
影響という５つの側面から検討したことがある（１）。その際、全製造業、
ならびに 2013 年度の在中国日系企業（製造業）の売上高で 1 ～ 3 位を占
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める輸送機械、情報通信機械、電気機械を考察対象業種とした。
　本稿も同様の方法で 1967 年発足当初からの ASEAN（東南アジア諸
国連合）加盟国（原加盟国）のうち NIEs（新興工業経済群。一般に韓国、
台湾、香港、シンガポールを指す）に分類されているシンガポールを除
く、いわゆる ASEAN4（マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン）
における日系企業の行動様式について考察することとする。その際、主
な対比対象を在アジア日系企業とする。また考察対象業種も全製造業、
輸送機械、情報通信機械、電気機械とする。ちなみに 2013 年度の在
ASEAN4 日系企業（製造業）の売上高は 23 兆 3438 億円で、そのうち
輸送機械が 1 位 13 兆 2541 億円（製造業全体の 56.8％）、情報通信機械
が 2 位 2 兆 4450 億円（同 10.5％）、電気機械が 4 位 1 兆 1018 億円（同 4.7％）
となっており、輸送機械が圧倒的比重を占めている（3 位は化学で 1 兆
5566 億円、同 6.7％）。
　ASEAN は 1993 年に ASEAN 自由貿易協定（AFTA：ASEAN Free 
Trade Agreement）を締結して ASEAN 域内の貿易自由化を推進して
きた。そしてそれが 2015 年末にはついに ASEAN 経済共同体（AEC：
ASEAN Economic Community）の発足に結実し、モノ・サービス貿易
の自由化や投資・ヒト（熟練労働力）・資本移動の自由化などによって
域内経済統合の実現を目指そうとしている。他方で、ASEAN は 2010
年までにアジア太平洋州地域の中国や韓国、日本、オーストラリア、
ニュージーランド、インドと次々に自由貿易協定（FTA：Free Trade 
Agreement）を締結するなど域外との貿易自由化を積極的に推進して
きている。まさに ASEAN はアジアにおける経済的ネットワークの形
成を牽引する要の位置にある（２）。こうしたなかで、ASEAN 諸国の中
核的存在である ASEAN4 における日系企業の行動様式を検討すること
は重要な意義を有しているといえよう。
　なお、本文で必要に応じて示される他地域所在の日系企業に関する統
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計数値は特に出所を明示していないが、いずれも前掲資料『我が国企業
の海外事業活動』（各年版）に基づいている。
　
Ⅰ　日本の直接投資に占める ASEAN4 の位置
　在 ASEAN4 日系企業（製造業）の行動様式を検討する前に、ここで
は日本の直接投資に占める ASEAN4、ならびに全日系企業に占める在
ASEAN4 日系企業の位置を大まかに確認しておこう。
　まず、表 1 によれば日本の対外直接投資残高（資産）は全体で 2000
年 2784 億ドルから 2014 年 1 兆 2015 億ドルへと 4.32 倍になった。この
うち ASEAN4 は同期間に 156 億ドルから 1008 億ドルへと 6.48 倍、全
体に占める比重も 5.6％から 8.4％へと増えている。ASEAN4 のなかで
はタイが最も多く、次いでインドネシア、マレーシア、フィリピンの順
になっている。増加率ではタイが 10.98 倍、フィリピンが 5.49 倍、イン
ドネシアが 4.96 倍で全体平均を上回っているが、マレーシアは全体平
均を下回る 3.42 倍にとどまった。
　なお、アジアは同期間に 493 億ドルから 3454 億ドルへと 7.01 倍、全
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体に占める比重も 17.7％から 28.8％へ、そのうち中国本土は 87 億ドル
から 1044 億ドルへと 12.00 倍、3.1％から 8.7％へ、また同じく NIEs は
232 億ドルから 1130 億ドルへと 4.88 倍、8.3％から 9.4％へと増えている。
ただし、そのうち台湾と香港は比重を低下させている。
　次に表 2 で日系現地法人設備投資額の推移をみると、全体では 2000
年度の 3 兆 2872 億円から 2013 年度には 7 兆 7350 億円へと 2.35 倍に増
えている。アジアの比重はこの間に 32.3％から 39.5％に増え、米国を抜
いて首位に躍り出るという地位上の変化が生じている。アジアのなかで
比重を高めているのは中国と ASEAN4 であり（中国は同期間に 5.6％か
ら 11.6％へ、ASEAN4 は同じく 14.4％から 16.5％へと増加）、逆に減ら
しているのは NIEs である（同期間に 10.0％から 7.5％に低下）。アジア
や中国本土、ASEAN4 ではこの日系現地法人設備投資額の比重のほう
が表 1 でみた日本の直接投資残高（資産）の比重よりもさらに高くなっ
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ているが、NIEs では逆に低くなっている。
　また製造業と非製造業の比率をみると、製造業の占める比重は同期間
に 71.7％から 60.1％へと低下し、非製造業の比重は 28.3％から 39.9％へ
と増加している。これは米国や EU で非製造業向け設備投資額が急増し
たことによる。特に米国ではこの間に非製造業向けが製造業向けを大き
く上回るようになっている。しかし、アジアでは製造業向け設備投資が
中心で、特に中国と ASEAN4 では 2000 年代以降常に製造業は極めて
高い比重を維持している。また NIEs では低下傾向にあるが、米国やＥ
Ｕに比べて格段に高い。そのため、2013 年度の日系現地法人の製造業
向け設備投資額 4 兆 6461 億円のうちアジアは実にその 60.1％を占めて
いるのである（そのうち中国本土が 18.1％、ASEAN4 が 25.7%、NIEs
が 10.0％）。とりわけ ASEAN4 の比重は高く、全世界の４分の１を占め
ている。
　最後に表 3 で日系現地法人の売上高の推移をみると、全体では 2000
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年度の 129 兆 150 億円から 2013 年度 242 兆 5784 億円へと 1.88 倍に増
えている。非製造業の売上高のほうが製造業よりも多くなっているが、
両者の差は縮小傾向にある。また国・地域別ではアジアや中国本土、
ASEAN4 の比重は増加し、米国やＥＵ，NIEs の比重は低下している。
　製造業についてみると、全体では売上高は 2000 年度から 2013 年度に
かけて 2.08 倍に増え、非製造業の伸び 1.73 倍を上回った。国・地域別
ではアジアは 3.31 倍、中国本土は 8.75 倍、ASEAN4 は 3.01 倍で全体平
均よりも高かったが、NIEs は全体平均を下回る 1.49 倍にとどまった（な
お、米国は 1.20 倍、EU は 1.35 倍）。このため、同期間において製造業
の全売上高に占める比重はアジアが 35.4％から 56.2％へ、同じく中国本
土が 5.1％から 21.3％へ、ASEAN4 が 13.8％から 20.0％へと増加してい
るが、NIEs は 15.1％から 10.9％へと減少している（米国は 38.2％から
22.0％へ、EU は 15.6％から 10.2％へ低下）。
　
Ⅱ　製造業全体の行動様式
　表 4 は在アジア日系企業（製造業）の販売先別売上高・調達先別仕入
高構成を、また表 5 は在 ASEAN4 日系企業（製造業）の販売先別売上高・
調達先別仕入高構成を示している。
　まず在アジア日系企業が全日系企業において占める位置、ならびに在
ASEAN4 日系企業が在アジア日系企業に占める位置を確認しておこう。
　在アジア日系企業の売上高は 2001 年度～ 2003 年度平均の 22 兆 7522
億円から 2011 年度～ 2013 年度平均の 56 兆 1569 億円へと 2.47 倍、同
じく仕入高は 16 兆 1785 億円から 39 兆 809 億円へと 2.42 倍となった。
この伸び率は全日系企業の伸び率（同期間に売上高は 66 兆 5290 億円か
ら 101 兆 2241 億円へと 1.52 倍、仕入高は 46 兆 2728 億円から 67 兆
5991 億円へと 1.46 倍）を大きく上回っている。その結果、全日系企業
に占める在アジア日系企業の比重は同期間に売上高では 34.2％から
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55.5％へ、仕入高では 35.0％から 57.8％へと急増している。2009 年度以
降は在アジア日系企業が売上高、仕入高とも全日系企業の過半を制して
いることになる。
　また在 ASEAN4 日系企業の売上高は同期間に 2.12 倍（9 兆 5914 億円
から 20 兆 3681 億円へ）、同じく仕入高は 2.10 倍（6 兆 8080 億円から
14 兆 3058 億円へ）となった。売上高、仕入高ともに在アジア日系企業
の伸び率よりも低かったために、在 ASEAN4 日系企業が在アジア日系
企業に占める比重は売上高では 42.2％から 36.3％へ、仕入高では 42.1％
から 36.6％へと減少している（これは在中国日系企業の急増による）。
ただし、在 ASEAN4 日系企業が全日系企業に占める比重は売上高では
14.4％から 20.1％へ、仕入高では 14.7％から 21.2％へと着実に増加して
いる。現在は売上高、仕入高ともに ASEAN4 は世界全体の 5 分の 1 以
上を占めていることになる。
（a）販売先別売上高構成
　在 ASEAN4 日系企業の販売先別売上高構成は 2001 年度～ 2013 年度
平均で日本向け販売が 18.3％、現地販売が 51.5％、第三国向け販売が
30.2％であった。在アジア日系企業の場合はそれぞれ 19.6％、55.4％、
25.0％であった。ともに現地販売が最も多く、第三国向け販売がそれに
次ぎ、日本向け販売が最も少なくなっている。在 ASEAN4 日系企業で
は現地販売が主流であることには変わりがないものの、在アジア日系企
業と比べて相対的に現地販売が低く、第三国向け販売が高い。ただし、
近年の傾向としては日本向け販売がさらに低下し（2001 年度～ 2003 年
度平均の 23.0％から 2011 年度～ 2013 年度平均 15.3％へ）、現地販売が
増加している（同期間に 44.4％から 56.1％へ）。
　なお日本の輸入額に占める日系企業の日本向け販売額の比率（B ／ I）
についてみると、2001 年度～ 2013 年度平均で在アジア日系企業が
29.8％であるのに対して、在 ASEAN4 日系企業は 40.6％であった（ち
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な み に 全 日 系 企 業 は 15.3 ％、 在 中 国 日 系 企 業 は 23.1 ％）。 日 本 の
ASEAN4 からの輸入に占める日系企業の地位はとりわけ高いことにな
る。
（b）調達先別仕入高構成
　2001 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日系企業の調達先別仕入高
構成は日本から調達が 26.1％、現地調達が 59.4％、第三国から調達が
14.5％、在アジア日系企業はそれぞれ 29.3％、56.8％、13.8％であった。
ともに現地調達が最も多く、日本から調達がそれに次ぎ、第三国から調
達が最も少なくなっている。在 ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業
と対比して現地調達比率はさらに高く、逆に日本からの調達比率は低く
なっている。しかも 2011 年度～ 2013 年度平均の現地調達比率は 61.9％
であったので、近年、在 ASEAN4 日系企業は現地調達比率を着実に高
めているといえる（ちなみに 2011 年度～ 2013 年度平均の全日系企業の
現地調達比率は 58.5％、在アジア日系企業は 61.3％、在中国日系企業は
67.0％であった）。
　今や在 ASEAN4 日系企業は販売先別売上高構成、調達先別仕入高構
成ともに現地が主流となっており、かつその趨勢を強めてきているとい
える。
　また、日本の輸出額に占める日本からの調達額の比率（F ／ X）は、
2001 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日系企業が 48.1％で在アジア
日系企業 26.6％を大きく上回っている（全日系企業 29.8％、在中国日系
企業 27.2％）。このことは日本の ASEAN4 からの輸入と同様、ASEAN4
への日本の輸出についても日系企業が深く関わっており、日本と
ASEAN4 間の貿易では現地日系企業の占める地位は他地域の日系企業
に比べて突出して高いことを物語っている。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　在 ASEAN4 日系企業の場合、2009 年度～ 2013 年度平均の企業内分
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業度は日本向け販売で 88.5％、日本からの調達で 84.8％であった。在ア
ジア日系企業では同期間にそれぞれ 91.9％、86.8％であったから（同じ
く 全 日 系 企 業 で は 91.8 ％、90.6 ％、 在 中 国 日 系 企 業 で は 94.0 ％、
88.5％）、在 ASEAN4 日系企業の企業内分業度は相対的に低い。また一
般的にいって日本向け販売のほうが日本からの調達よりも企業内分業度
は高いが、両者の格差は全日系企業と対比して在 ASEAN4 日系企業や
在中国日系企業などアジアの日系企業のほうが大きくなっている。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売についてみると、2009 年度～ 2013 年度平均で在
ASEAN4 日系企業では日系企業向けが 53.7％、地場企業向けが 41.8％
であった。それに対して在アジア日系企業では日系企業向けが 42.1％、
地場企業向けが 53.7％であった（なお、全日系企業ではそれぞれ
41.0％、54.8％、同じく在中国日系企業では 43.0％、53.0％であり、いず
れも日系企業向けよりも地場企業向けの比重のほうが高くなっている）。
在 ASEAN4 日系企業の場合は他地域の日系企業の傾向とは異なり日系
企業向け販売のほうが地場企業向け販売よりも多いということが一つの
特徴となっている（なお両者の合計が 100％にならないのは日系現地法
人が現地の他の外資系企業にも販売していることを意味している）。
　また現地調達に関しては 2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日
系企業では日系企業からが 39.7％、地場企業からが 56.1％、在アジア日
系企業ではそれぞれ 31.7％、63.4％であった（同じく、全日系企業では
それぞれ 35.3％、59.7％、在中国日系企業では 29.4％、65.3％）。いずれ
の地域でも日系企業は地場企業からの調達が過半を制していることにな
る（ただし、地場企業からの調達と日系企業からの調達の差は在アジア
日系企業で 31.7 ポイント、在中国日系企業で 35.9 ポイント、全日系企
業で 24.4 ポイントもあるのに対して、在 ASEAN4 日系企業では 16.4 ポ
イントにとどまっている。在 ASEAN4 日系企業の場合には他地域の日
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系企業と比べて地場企業からの調達割合が相対的に低いということにな
る）。
　在 ASEAN4 日系企業の場合は基本的には現地販売は日系企業向け、
現地調達は地場企業からという構図になっている。これは現地販売・現
地調達ともに地場企業との取引が多い他地域所在の日系企業とは異なっ
ている。
（e）日本・ASEAN4 間の貿易収支への影響
　本稿で利用している経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』では
調査票の記入方法として日系企業の売上高のうち日本および第三国向け
販売額（輸出額）には自社名義で通関手続きを行って直接輸出した金額
を、また同じく仕入高のうち日本および第三国からの調達額（輸入額）
には自社名義で通関手続きを行って直接輸入した金額を記入することに
なっている（３）。
　これは、輸出は FOB 価格（本船渡し価格）で、また輸入は CIF 価格
（運賃・保険料込価格）で表示するという、日本をはじめとするほとん
どの国が採用している貿易統計作成方式と同じである。したがって、日
系企業の日本・第三国向け販売額および日本・第三国からの調達額はそ
れぞれ日系企業所在地の輸出額や輸入額に正確に反映することになる。
逆に日本側からみれば、日系企業の日本向け販売金額は日本の貿易統計
における輸入額よりも少なく表示され、また日系企業の日本からの調達
額は日本の貿易統計における輸出額よりも多く表示されるということに
なる。通常、FOB 価格は CIF 価格の 0.9 倍に相当するといわれている
ので、日本側の統計では計算上は現地日系企業による日本からの調達額
に 0.9 を乗じた額が日本の輸出額に、また現地日系企業による日本向け
販売額に 0.9 を除した額が日本の輸入額とみなすことができよう。
①　ASEAN4 の貿易収支への影響
　在アジア日系企業の日本からの調達額（F）は 2002 年度を除いて常
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に日本向け販売額（B）を上回っており、両者の差額（B － F）は 2001
年度～ 2013 年度平均で 7035 億円の赤字であった。在アジア日系企業の
行動様式は基本的に日系企業所在地にとって対日貿易収支を悪化させる
要因となっている。他方で日系企業所在地からみれば在アジア日系企業
は対第三国向け販売額（D）が第三国からの調達額（H）を大きく上回っ
ている。その黒字額（D － H）は 2001 年度～ 2013 年度平均で実に 6 兆
925 億円に上り、これは常に対日貿易収支（B － F）の赤字額を大きく
上回る。
　したがって、在アジア日系企業の行動様式は所在地にとって対日貿易
収支を悪化させてはいるものの、貿易収支全体では黒字拡大、もしくは
改善要因となっているといえよう。その金額は 2001 年度～ 2013 年度平
均で実に 5 兆 3890 億円に上っている。
　また在 ASEAN4 日系企業についてみると、日本向け販売額と日本か
らの調達額との差額（B － F）は 2007 年度までは黒字のときも赤字の
ときもあったが、2008 年度以降は常に赤字となっている。2008 年度以
降は在 ASEAN4 日系企業は所在地の対日貿易収支を悪化させているこ
とになる。他方で、第三国向け販売額と第三国からの調達額との差額（D
－ H）は常に巨額の黒字を挙げており、その結果、日本・第三国向け販
売額と日本・第三国からの調達額の差、すなわち（B ＋ D）－（F ＋ H）
は恒常的に黒字となっている。在 ASEAN4 日系企業の行動様式は在ア
ジア日系企業と同様、所在地にとって貿易収支の黒字拡大、もしくは貿
易収支改善に寄与していることになる。
　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、
在アジア日系企業では 142.1％（うち日本（B ／ F）91.9％、第三国（D
／ H）248.3％）、在 ASEAN4 日系企業では 162.7％（うち日本 95.7％、
第三国 283.1％）であった。在 ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業以
上に所在地の貿易黒字拡大もしくは改善に貢献していることになる。
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②　日本の貿易収支への影響
　日本の対アジア貿易収支（X － I）は常に黒字を計上し、その黒字額
は 2001 年度～ 2013 年度平均で 5 兆 8578 億円に上っている。そのうち、
日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均して 7 兆 8382 億円
（日本からの調達額（F）8 兆 7091 億円 ×0.9）、輸入額は 8 兆 8951 億円
（日本向け販売額（B）8 兆 56 億円 ÷0.9）であったから、在アジア日系
企業は日本に１兆 569 億円の赤字をもたらし、日本の対アジア貿易収支
の黒字（X － I）を縮小させる要因となっていることになる。
　これに対して日本の対 ASEAN4 貿易収支（X － I）は常に赤字を計
上し、その赤字額は 2001 年度～ 2013 年度平均で 8283 億円に上っている。
そのうち、日本からみた在 ASEAN4 日系企業による輸出額は年度平均
で 2 兆 6757 億円（日本からの調達額（F）2 兆 9730 億円 ×0.9）、輸入
額は 3 兆 1603 億円（日本向け販売額（B）2 兆 8443 億円 ÷0.9）であっ
たから、差し引き 4846 億円の赤字をもたらしている。これは日本の対
ASEAN4 貿易収支（X － I）の赤字額 8283 億円の 58.5％に相当し、そ
れだけ日本の対 ASEAN4 貿易収支の赤字を拡大させていることになる。
　
Ⅲ　輸送機械の行動様式
　表 6 は在アジア日系企業（輸送機械）の販売先別売上高・調達先別仕
入高構成を、また表 7 は在 ASEAN4 日系企業（輸送機械）の販売先別
売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　在 ASEAN4 日系企業は 2001 年度～ 2003 年度から 2011 年度～ 2013
年度にかけて売上高は 4.24 倍（2 兆 6682 億円から 11 兆 3153 億円へ）、
仕入高は 4.33 倍（1 兆 9581 億円から 8 兆 4722 億円へ）に増え、3 業種
中最も高い増加率を記録した。だが、在アジア日系企業もそれぞれ 4.38
倍（5 兆 2337 億円から 22 兆 9316 億円へ）、4.59 倍（3 兆 6605 億円から
16 兆 8117 億円へ）と在 ASEAN4 日系企業を上回る伸び率を示したた
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めに、当該期間において在 ASEAN4 日系企業が在アジア日系企業に占
める比重は売上高で 51.0％から 49.3％へ、仕入高で 53.5％から 50.4％へ
とわずかながらも低下している（これは在中国日系企業の比重が急増し
たことによる）。ただし、在 ASEAN4 日系企業が全日系企業に占める
比重は同期間に売上高で 10.2％から 24.8％へ、仕入高で 10.1％から
25.1％へと急増している。現時点で在 ASEAN4 日系企業の売上高、仕
入高はともにアジアの半分、全世界の 4 分の 1 を占めていることになる。
（a）販売先別売上高構成
　2001 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日系企業では日本向け販売
が 6.5％、現地販売が 61.0％、第三国向け販売が 32.5％、在アジア日系
企業ではそれぞれ 6.9％、68.6％、24.5％という構成比であった。在
ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業と対比すると第三国向け販売が
8.0 ポイント高く、逆に現地販売が 7.6 ポイント低い。ただし、いずれ
の場合も現地販売が主流であり、製造業全体と対比すると現地販売の比
重は在 ASEAN4 日系企業が 9.5 ポイント、在アジア日系企業は 13.2 ポ
イントも高くなっている。
　なお、2011 年度を画期に現地販売の比重低下と第三国向け販売の比
重上昇という顕著な傾向がみられる。たとえば 2011 年度から 2013 年度
にかけて在 ASEAN4 日系企業では現地販売が 65.8％から 58.6％へと 7.2
ポイント減、第三国向け販売が 27.6％から 35.7％へと 8.1 ポイント増（特
にアジア地域以外が 8.3％から 18.5％へと 10.2 ポイント増）、また在アジ
ア日系企業では現地販売が 74.5％から 56.1％へと 18.4 ポイント減、第三
国向け販売が 18.6％から 37.6％へと 19.0 ポイント増（アジア地域外が
6.1％から 23.2％へと 17.1 ポイント増）と急激に変化していることは注
目に値しよう（なお、在中国日系企業も同期間に一挙に現地販売が
86.4％から 50.8％へと 35.6 ポイント減、第三国向け販売が 5.6％から
42.4％へと 36.8 ポイント増、そのうちアジア地域以外が 3.7％から
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30.2％へと 26.5 ポイント増となっている）。今後、ASEAN4 や中国では
現地販売の度合いをいっそう薄めて第三国向け輸出の根拠地になってい
くのかどうかが注目される。
（b）調達先別仕入高構成
　2001 年度～ 2013 年度平均で在アジア日系企業は日本からが 26.0％、
現地調達が 68.0％、第三国からが 6.1％、在 ASEAN4 日系企業はそれぞ
れ 26.2％、66.8％、7.0％という構成比であった。在アジア日系企業、在
ASEAN4 日系企業とも調達先別仕入高構成比はほぼ同じで現地調達が
主流となっている。なお、製造業全体と比べて輸送機械の場合は日本か
らの調達比率には大きな違いがみられないが、相対的に現地調達比率が
高く、第三国からの調達比率が低いという傾向がみてとれる。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日系企業の企業内分業度は
販売が 96.4％、調達が 89.2％、同じく在アジア日系企業では販売が
94.7％、調達が 91.5％であった。在 ASEAN4 日系企業、在アジア日系
企業とも製造業全体平均よりも企業内分業度は高い。また、いずれも販
売のほうが調達よりも企業内分業度が高いが、販売と調達における企業
内分業度の開きは在 ASEAN4 日系企業のほうが大きくなっている（た
だし、在中国日系企業では販売が 91.7％、調達が 96.5％となっていて、
中国では日本向け販売よりも日本からの調達のほうが企業内分業度は高
い）。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売についてみると、2009 年度～ 2013 年度平均で在
ASEAN4 日系企業では日系企業向けが 55.0％、地場企業向けが 40.9％、
在アジア日系企業ではそれぞれ 45.5％、51.5％となっている。在
ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業とは異なって日系企業向けのほ
うが地場企業向けよりも高い。
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　また現地調達に関しては同期間平均で在 ASEAN4 日系企業では日系
企業からが 44.4％、地場企業からが 53.1％、在アジア日系企業では日系
企業からが 35.4％、地場企業からが 61.1％となっている。ともに地場企
業から調達のほうが日系企業からの調達よりも多いが、両者の差は在
ASEAN4 が 8.7 ポイント、在アジアが 25.7 ポイントとなっていて在
ASEAN4 のほうが両者の開きはそれほど大きくはない。
　在アジア日系企業では現地販売・現地調達とも主として地場企業が取
引対象であるのに対して、在 ASEAN4 日系企業では現地販売は日系企
業向け、現地調達は地場企業からという構図になっている。
（e）日本・ASEAN4 間の貿易収支への影響
① ASEAN4 の貿易収支への影響
　在アジア日系企業では日本からの調達額（F）は常に日本向け販売額
（B）を上回っており、両者の差額（B － F）は 2001 年度～ 2013 年度平
均で 1 兆 8337 億円もの赤字であった。在アジア日系企業の行動様式は
所在地にとって対日貿易収支を悪化させる要因となっている。他方で日
系企業所在地からみれば日系企業の対第三国向け販売額（D）は第三国
からの調達額（H）を大きく上回っており、その黒字額（D － H）は
2001 年度～ 2013 年度平均で実に 2 兆 9516 億円に達している。しかも
その黒字額は 2001 年度と 2008 年度を除いて常に対日取引の収支（B －
F）の赤字額を大きく上回っているので、在アジア日系企業の行動様式
は日系企業所在地にとって基本的に対日貿易収支を含む全貿易収支の黒
字拡大要因、もしくは改善要因となっていることになる。その金額は
2001 年度～ 2013 年度平均で 1 兆 1180 億円に上っている。
　また在 ASEAN4 日系企業では日本向け販売額と日本からの調達額と
の差額（B － F）は常に赤字であり（2001 年度～ 2013 年度平均で 1 兆
82 億円の赤字）、在 ASEAN4 日系企業は所在地の対日貿易収支をさら
に悪化させていることになる。他方で、第三国向け販売額と第三国から
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の調達額との差額（D － H）は常に（B － F）の赤字額のほぼ 2 倍に相
当する巨額の黒字を挙げており、その結果、日本・第三国向け販売額と
日本・第三国からの調達額の差（（B ＋ D）－（F ＋ H））は恒常的に黒字
となっている。在 ASEAN4 日系企業の行動様式は在アジア日系企業と
同じく、所在地の対日貿易収支を悪化させてはいるものの、貿易収支全
体については黒字拡大、もしくは貿易収支改善に寄与していることにな
る。
　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在
アジア日系企業では 131.9％（うち日本（B ／ F）35.5％、第三国（D ／
H）544.1 ％）、 在 ASEAN4 で は 152.9 ％（ う ち 日 本 32.1 ％、 第 三 国
604.6％）であった。在 ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業以上に対
第三国貿易収支の黒字によって所在地の貿易収支黒字拡大もしくは改善
に貢献していることになる。
②日本の貿易収支への影響
　日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均して 2 兆 5601 億
円（日本からの調達額（F）2 兆 8445 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 1231
億円（日本向け販売額（B）1 兆 108 億円 ÷0.9）、差し引き１兆 4370 億
円もの黒字であった。在アジア日系企業の行動様式は日本の貿易収支黒
字額を拡大させていることになる。
　同様に、日本からみた在 ASEAN4 日系企業による輸出額は同期間の
年度平均で 1 兆 3361 億円（日本からの調達額（F）1 兆 4845 億円 ×0.9）
で、同じく輸入額は 5292 億円（日本向け販売額（B）4763 億円 ÷0.9）
であったから、差し引き 8069 億円の黒字をもたらしていることになる。
これはそれだけ日本の対 ASEAN4 貿易収支の赤字額を減らしているこ
とになる。
　なお輸送機械の場合、在アジア日系企業、在 ASEAN4 日系企業とも
その行動様式は日本の貿易収支の黒字拡大、もしくは貿易収支改善に寄
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与している点で、製造業全体の傾向とは異なっている。
　
Ⅳ　情報通信機械の行動様式　
　表 8 は在アジア日系企業（情報通信機械）の販売先別売上高・調達先
別仕入高構成を、また表 9 は在 ASEAN4 日系企業（情報通信機械）の
販売先別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　在アジア日系企業は 2001 年度～ 2003 年度から 2011 年度～ 2013 年度
にかけて売上高は 1.21 倍（7 兆 4530 億円から 8 兆 9953 億円へ）、仕入
高は 1.14 倍（5 兆 7144 億円から 6 兆 4877 億円へ）と 3 業種中最も低い
増加率にとどまった。だが、在 ASEAN4 日系企業は同期間にそれぞれ
0.70 倍（3 兆 1837 億円から 2 兆 2141 億円へ）、0.64 倍（2 兆 4037 億円
から 1 兆 5358 億円へ）と減少したために、在 ASEAN4 日系企業が在
アジア日系企業に占める比重は当該期間に売上高で 42.7％から 24.6％
へ、仕入高で 42.1％から 23.7％へと大幅に低下している。これに対して
在中国日系企業は同期間に売上高は 3.01 倍（1 兆 917 億円から 3 兆
2878 億円へ）、仕入高は 2.88 倍（8367 億円から 2 兆 4085 億円へ）と増え、
在アジア日系企業に占める比重は売上高で 14.6％から 36.6％へ、仕入高
で 14.6％から 37.1％へと上昇している。この間に在 ASEAN4 日系企業
と在中国日系企業の地位の逆転が生じているのである。
　 情報通信機械の場合、アジアでは日系企業は ASEAN4 から中国に移
転し、生産を中国に集約させていることになる。ただし、全世界でも日
系企業は同期間に売上高で 0.78 倍（16 兆 4850 億円から 12 兆 8513 億円
へ）、仕入高で 0.74 倍（11 兆 9083 億円から 8 兆 8415 億円へ）と減少し
ていることから、情報通信機械は全体として海外生産から撤退を開始し
中国に集約している業種となっている。
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（a）販売先別売上高構成
　在 ASEAN4 日系企業の場合、2001 年度～ 2013 年度平均で日本向け
が 41.0％、現地販売が 28.4％、第三国向けが 30.6％、在アジア日系企業
はそれぞれ 37.8％、31.7％、30.5％であった。日本向け販売の比重が最
も高く、現地販売は相対的に小さくて第三国向け販売とほぼ同程度の比
重しか占めていないことがアジア、ASEAN4 におけるこの業種の最大
の特徴である。近年、現地販売は増えてはいるもののまだ主流とはなり
えていない（2011 年度～ 2013 年度平均で ASEAN4 で 34.7％、アジア
で 35.7％）。
　なお、全日系企業の場合は 2001 年度～ 2013 年度平均で日本向け販売
が 22.2％、現地販売が 51.8％、第三国向け販売が 26.1％であったから、
全日系企業は現地販売を主目的としていることになる。在アジア日系企
業、在 ASEAN4 日系企業の場合は全日系企業全体の傾向とは異なって
日本向け販売、すなわち日本への製品逆輸入を主目的とし、そして現地
販売と第三国向け販売を副次的目的としていることになる。
（b）調達先別仕入高構成
　2001 年度～ 2013 年度平均で在アジア日系企業では日本から調達が
39.8％、現地調達が 35.5％、第三国から調達が 24.7％、在 ASEAN4 日
系企業ではそれぞれ 31.3％、40.8％、27.8％という構成比であった（全
日系企業ではそれぞれ 45.3％、31.0％、23.7％）。製造業全体と対比すると、
在アジア日系企業、在 ASEAN4 日系企業とも現地調達の比重が小さく、
日本ならびに第三国からの調達の比重が高い。また全日系企業（情報通
信機械）と比較すると、在アジア日系企業、特に在 ASEAN4 日系企業
は日本からの調達が少なく、現地調達と第三国からの調達が多くなって
いる。第三国からの調達もほとんど同じアジアからの調達によって占め
られているので、情報通信機械の場合、アジア、特に ASEAN4 では日本、
日系企業所在地、ならびに他のアジア地域間の調達ネットワークの形成
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が他の業種に比べて進んでいるとみなすことができる。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日系企業の企業内分業度は
販売が 90.1％、調達が 80.8％、在アジア日系企業では販売が 93.7％、調
達が 86.5％であった。在 ASEAN4 日系企業は販売、調達とも在アジア
日系企業よりも企業内分業度は低くなっている。また在 ASEAN4 日系
企業、在アジア日系企業とも販売のほうが調達よりも高いという点で製
造業全体の傾向と同じであるが、細かくみると在 ASEAN4 日系企業の
場合は販売では製造業全体の平均を上回っているのに対し、調達では製
造業全体の平均を下回っている。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売については、2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4
日系企業では日系企業向けが 61.8％、地場企業向けが 29.3％、在アジア
日系企業ではそれぞれ 52.7％、40.1％であった。全日系企業の場合は日
系 企 業 向 け が 36.0 ％、 地 場 企 業 向 け が 59.2 ％ で あ っ た か ら、 在
ASEAN4 日系企業、在アジア日系企業とも日系企業向けが地場企業向
けよりも多いという点で全日系企業とは異なっている。さらに在
ASEAN4 日系企業の場合は在アジア日系企業と比較しても、さらに在
ASEAN4 日系企業（製造業）全体と比較しても日系企業向けの比重が
高く、地場企業向けの比重が小さくなっている。
　また現地調達に関しては 2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日
系企業では日系企業からが 50.7％、地場企業からが 41.8％で、在アジア
日系企業ではそれぞれ 41.2％、52.0％であった（全日系企業では同じく
40.5％、53.0％）。在 ASEAN4 日系企業の場合、在アジア日系企業や全
日系企業と異なって日系企業からの調達が地場企業からの調達を上回っ
ている。
　現地取引に関して基本的に全日系企業では販売も調達も地場企業との
第 14 巻 —— 71
取引が中心、在アジア日系企業では販売は日系企業、調達は地場企業と
の取引が中心、在 ASEAN4 日系企業の場合は販売も調達も現地の日系
企業との取引が中心という構図になっている。
（e）日本・ASEAN4 間の貿易収支への影響
① ASEAN4 の貿易収支への影響
　在アジア日系企業の日本向け販売額（B）は常に日本からの調達額（F）
を上回っており、両者の差額（B － F）は 2001 年度～ 2013 年度平均で
6102 億円の黒字であった（全日系企業の場合は逆に日本向け販売額よ
りも日本からの調達額のほうが大きくなっている）。日系企業の行動様
式は基本的に所在地にとって対日貿易収支を改善させる要因となってい
る。この点で対日貿易収支を悪化させている全日系企業（情報通信機械）
の傾向とも、在アジア日系企業（製造業）全体の傾向とも異なるひとつ
の大きな特徴といえる。他方で所在地からみれば在アジア日系企業の対
第三国向け販売額（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上回って
いて、その黒字額（D － H）は 2001 年度～ 2013 年度平均で実に 9757
億円に達している。結果的に在アジア日系企業の行動様式は所在地に
とって 2001 年度～ 2013 年度平均で 1 兆 5859 億円もの貿易収支黒字拡
大要因、もしくは貿易収支改善要因となっていることになる。
　また、在 ASEAN4 日系企業も在アジア日系企業と同様に日本向け販
売額のほうが日本からの調達額を上回っている。その差額（B － F）は
常に黒字であり（2001 年度～ 2013 年度平均で 4669 億円の黒字）、在
ASEAN4 日系企業は所在地の対日貿易収支を改善させていることにな
る。他方で、第三国向け販売額は第三国からの調達額を基本的に上回っ
ており（2009 年度、2013 年度を除く）、結果的に日系企業の行動様式は
ASEAN4 にとって対日貿易収支を含む全貿易収支の黒字拡大、もしく
は貿易収支改善に寄与していることになる。ただし、傾向的には対第三
国貿易収支の黒字額は縮小し、対日本貿易収支の黒字額を下回るように
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なっている（この傾向はやや遅れて在アジア日系企業にも若干みられる
傾向である）。
　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在
アジア日系企業では 137.3％（うち日本（B ／ F）123.3％、第三国（D
／ H）159.9％）、在 ASEAN4 日系企業では 161.0％（うち日本 174.1％、
第三国 146.3％）であった。在 ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業以
上に所在地の貿易黒字拡大もしくは改善に貢献していることになる。と
りわけそれは対日貿易収支に当てはまる。
②日本の貿易収支への影響
　日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均して 2 兆 3612 億
円（日本からの調達額（F）2 兆 6236 億円 ×0.9）、輸入額は 3 兆 5931
億円（日本向け販売額（B）3 兆 2338 億円 ÷0.9）、差し引き１兆 2319
億円もの赤字であった。在アジア日系企業は日本の対アジア貿易収支の
黒字を減らしていることになる。
　他方で、日本からみた在 ASEAN4 日系企業による輸出額は同期間の
年度平均で 5671 億円（日本からの調達額（F）6301 億円 ×0.9）、輸入
額は輸出額の倍以上に相当する 1 兆 2189 億円（日本向け販売額（B）1
兆 970 億円 ÷0.9）であったから、差し引き 6518 億円の赤字をもたらし
ていることになる。これは日本の対 ASEAN4 貿易収支の赤字額 8283
億円の 78.7％に相当する。
　
Ⅴ　電気機械の行動様式
　表 10 は在アジア日系企業（電気機械）の販売先別売上高・調達先別
仕入高構成を、また表 11 は在 ASEAN4 日系企業（電気機械）の販売
先別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　在アジア日系企業では 2001 年度～ 2003 年度から 2011 年度～ 2013 年
度にかけて売上高が 1.45 倍（2 兆 3659 億円から 3 兆 4385 億円へ）、仕
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入高が 1.30 倍（1 兆 7003 億円から 2 兆 2119 億円へ）で売上高、仕入高
とも製造業全体平均を下回った。だが、在 ASEAN4 日系企業は同期間
にそれぞれ 1.15 倍（8903 億円から 1 兆 198 億円へ）、0.97 倍（6239 億
円から 6061 億円へ）にとどまったために、当該期間に在 ASEAN4 日
系企業が在アジア日系企業に占める比重は売上高で 37.6％から 29.7％
へ、仕入高で 36.7％から 27.4％へと低下している。これに対して在中国
日系企業は同期間に売上高は 2.85 倍（6675 億円から 1 兆 9038 億円へ）、
仕入高は 2.68 倍（4855 億円から 1 兆 3000 億円へ）と増えたから、在中
国日系企業が在アジア日系企業に占める比重は売上高で 28.2％から
55.4％へ、仕入高で 28.6％から 58.8 へと大幅に上昇している。電気機械
の場合、情報通信機械と同様にアジアでは日系企業は ASEAN4 から中
国に生産を集約させていることになる（なお、全日系企業では同期間に
売上高は 3 兆 5070 億円から 4 兆 9293 億円へと 1.41 倍、仕入高は 2 兆
4671 億円から 3 兆 294 億円へと 1.23 倍に増えている。
（a）販売先別売上高構成
　在 ASEAN4 日系企業の場合、2001 年度～ 2013 年度平均で日本向け
販売が 31.4％、現地販売が 31.2％、第三国向け販売が 37.4％であった。
第三国向け販売が最も高く、日本向け販売がそれに次ぎ、現地販売が最
も低くなっているが、三者とも 30％台の比重を占めている。これは現
地販売が主流の製造業全体の平均とは大きく異なっている。在
ASEAN4 日系企業は現地販売よりも輸出志向がとりわけ高いというこ
とになる。なお、在アジア日系企業の場合は日本向けが 26.9％、現地販
売が 43.4％、第三国向けが 29.7％で、在 ASEAN4 と対比して現地販売
の比重がやや高いという程度にすぎない。
（b）調達先別仕入高構成
　2001 年度～ 2013 年度平均で在アジア日系企業では日本から調達が
25.6％、現地調達が 56.4％、第三国から調達が 18.0％、また在 ASEAN4
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日系企業ではそれぞれ 19.6％、58.9％、21.5％という構成比であった（全
日系企業ではそれぞれ 33.8％、48.9％、17.3％）。現地販売が過半を占め
ている点では製造業全体と同じであるが、相対的に日本からの調達が少
なく第三国からの調達が多くなっている。また、全日系企業と比較する
と在アジア日系企業、特に在 ASEAN4 日系企業は日本からの調達がさ
らに低下し、現地調達の比重が高くなっている。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4 日系企業の企業内分業度は
販売が 96.3％、調達が 59.4％、在アジア日系企業では販売が 95.5％、調
達が 68.3％であった。在 ASEAN4 日系企業、在アジア日系企業とも製
造業全体と対比して企業内分業度は販売では高く、逆に調達では低く
なっている。両者の格差という点では 3 業種のうち電気機械が最も大き
い。特に在 ASEAN4 日系企業にはその傾向が強く、日本からの調達の
うち非親企業からの調達比率は同期間の平均で輸送機械 10.8％、情報通
信機械 19.2％、製造業全体 15.2％にとどまっているのに対して、電気機
械では実に 40.6％を占めていることになる。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売については、2009 年度～ 2013 年度平均で在 ASEAN4
日系企業では日系企業向けが 44.8％、地場企業向けが 40.1％、在アジア
日系企業ではそれぞれ 40.9％、48.3％であった（なお、全日系企業の場
合は日系企業向けが 27.9％、地場企業向けが 63.3％であった）。在
ASEAN4 日系企業は日系企業向けが地場企業向けよりも多いという点
で在アジア日系企業や全日系企業とは異なっている。さらに日系企業向
けと地場企業向けを合計しても 84.9％にとどまっていることから、残り
の 15.1％は現地の他の外資企業向けに販売していることになる。この比
重は製造業全体平均 4.4％を大幅に上回っている。
　また現地調達に関しては同期間平均で在 ASEAN4 日系企業では日系
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企業からが 28.9％、地場企業からが 51.5％、在アジア日系企業ではそれ
ぞれ 26.6％、61.0％であった（全日系企業では同じく 23.7％、64.8％）。
在 ASEAN4 日系企業の場合、在アジア日系企業や全日系企業と同じく
地場企業からの調達が日系企業からの調達を上回っているが、その程度
は相対的に低い。これは現地の他の外資企業からの調達の比重が相対的
に高いことによる。計算上、在 ASEAN4 日系企業では現地調達におい
て他の外資企業が占める比重は 19.6％に上っている（同じく在アジア日
系企業は 12.4％、全日系企業は 11.5％）。
　電気機械の場合、他の業種と比べて販売先としても調達先としても日
本以外の他の外資企業の占める比重は相対的に高い。日系企業は現地に
おいて地場企業や日系企業にとどまらず、他の外資企業とも盛んに取引
を行っていることを示している。特にそれは在 ASEAN4 日系企業に当
てはまる。
（e）日本・ASEAN4 間の貿易収支への影響
① ASEAN4 の貿易収支への影響
　在アジア日系企業の日本向け販売額（B）は常に日本からの調達額（F）
を上回っており、2001 年度～ 2013 年度平均で両者の差額（B － F）は
2918 億円の黒字であった（全日系企業の場合は基本的に日本向け販売
額よりも日本からの調達額のほうが大きい）。在アジア日系企業の行動
様式は基本的に所在地にとって対日貿易収支を改善させる要因となって
いる。この点で対日貿易収支を悪化させている全日系企業（電気機械）
の傾向とも在アジア日系企業（製造業）全体の傾向とも異なるひとつの
大きな特徴となっている。他方で所在地からみれば在アジア日系企業の
第三国向け販売額（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上回って
いて、その黒字額（D － H）は 2001 年度～ 2013 年度平均で実に 5822
億円に達している。結果的に日系企業の行動様式は日系企業所在地に
とって 2001 年度～ 2013 年度平均で 8740 億円もの貿易収支黒字拡大要
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因、もしくは貿易収支改善要因となっていることになる。
　また、在 ASEAN4 日系企業も常に日本向け販売額のほうが日本から
の調達額を上回っている（2001 年度～ 2013 年度平均で 1911 億円の黒
字）。在 ASEAN4 日系企業は所在地の対日貿易収支を改善させている
ことになる。他方で、第三国向け販売額は第三国からの調達額を常に上
回っている。在 ASEAN4 日系企業の行動様式は所在地にとって対日貿
易収支はもちろん、全貿易収支の黒字拡大、もしくは貿易収支改善に寄
与していることになる。
　なお 2001 年度～ 2013 年度平均の（B ＋ D）／（F ＋ H） をみると、在
アジア日系企業では 179.7％（うち日本（B ／ F）145.2％、第三国（D
／ H）228.8％）、在 ASEAN4 では 243.7％（うち日本 233.7％、第三国
252.8％）であった。在 ASEAN4 日系企業は在アジア日系企業以上に所
在地の貿易黒字拡大もしくは改善に貢献していることになる。とりわけ
それは対日貿易収支に当てはまる。
②日本の貿易収支への影響
　日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均で 5804 億円（日
本からの調達額（F）6449 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 408 億円（日本向
け販売額（B）9367 億円 ÷0.9）、差し引き 4604 億円もの赤字であった。
他方で、日本からみた在 ASEAN4 日系企業による輸出額は平均で 1286
億円（日本からの調達額（F）1429 億円 ×0.9）、同じく輸入額は輸出額
の約３倍に相当する 3711 億円（日本向け販売額（B）3340 億円 ÷0.9）
であったから、差し引き 2425 億円の赤字をもたらしている。日系企業
の行動様式は、アジアに対しては貿易収支黒字の縮小を、ASEAN4 に
対しては貿易収支赤字の拡大を日本にもたらしていることになる。
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　おわりに
　以上、統計資料に基づいて主に在アジア日系企業（製造業）と対比し
ながら在 ASEAN4 日系企業（製造業）の行動様式について検討してきた。
　在 ASEAN4 日系企業が在アジア日系企業に占める比重は製造業全体
では売上高・仕入高とも徐々に低下する傾向にあるが、これは在中国日
系企業の急増のためであった。全世界に占める比重は次第に増えて現時
点ではともに全世界のほぼ 5 分の１を占めている。その意味で日本企業
にとって ASEAN4 の占める地位は着実に上昇しているのである。
　業種別では輸送機械が売上高・仕入高とも急増し、今や ASEAN4 は
アジアのほぼ半分を占めるに至っている。それに対して情報通信機械と
電気機械は海外生産を中国に集約した結果として、ASEAN4 では情報
通信機械は 2003 年度、電気機械は 2006 年度をピークに売上高・仕入高
とも減少に転じ、アジアに占める比重も大幅に低下させている。
　販売先別売上高構成についてみると輸送機械では現地販売が過半を占
めている。これに対して情報通信機械では日本向け販売の比重が、電気
機械では第三国向け販売の比重が最も多く、現地販売は最も少ない。た
だし、近年は両業種とも現地販売の比重が増える傾向にあり、2008 年
度以降になると情報通信機械では第三国向け販売を上回り、また電気機
械では第三国向け販売と日本向け販売の双方を一挙に上回るようになっ
ている。
　調達先別仕入高構成では輸送機械と電気機械では現地調達が過半を占
め、しかも両業種とも近年は現地調達の比重を増やしている。それに対
して情報通信機械でも現地調達が最も多いものの、その比重は 40％程
度にすぎない。
　なお日本と当該国間貿易に占める日系企業（製造業）の比重をみると、
ASEAN4 では他地域に比べて際立って高い。日本・ASEAN4 間貿易で
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は日系企業（製造業）がその主導的役割を担っているといっても過言で
はない。
　販売・調達における現地法人と日本の親企業間の企業内分業度は輸送
機械が最も高く、情報通信機械がそれに次ぎ、電気機械が最も低い。3
業種とも販売よりも調達のほうが企業内分業度は低いが、特に電気機械
はその傾向は顕著でその企業内分業度は平均で 60％を割っている。電
気機械の場合、日系企業は日本の親企業以外の企業との取引が相対的に
高いことを示している。
　また販売・調達における現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引
についてみると、情報通信機械では現地法人は販売・調達とも日系企業
との取引のほうが地場企業との取引よりも多くなっている。これに対し
て輸送機械・電気機械では現地法人は販売では日系企業との取引のほう
が多いが、調達では地場企業との取引が多くなっている。ただし、現地
法人と現地の非日系外資企業との取引比率は電気機械が販売で 15.1％、
調達で 19.6％と最も多く、情報通信機械がそれに次ぎ（それぞれ 8.9％、
7.5％）、輸送機械が最も少なかった（同じく 4.1％、2.5％）。これは本文
でも述べているが、電気機械では販売先としても調達先としても日本以
外の他の外資企業の占める比重は相対的に高く、日系企業は現地におい
て現地企業や日系企業にとどまらず、非日系外資企業とも盛んに取引を
行っていることを示している。
　貿易収支に関しては、日系企業所在地にとって輸送機械では対日貿易
収支は常に赤字、情報通信機械と電気機械では黒字であった。製造業全
体では 2008 年度以降は赤字となっている。また、対第三国貿易収支は
これら 3 業種ならびに製造業全体で 2009 年度と 2013 年度の情報通信機
械を例外として常に黒字であった。そしてそれらを合わせた ASEAN4
の貿易収支は情報通信機械や電気機械はもちろん、輸送機械や製造業全
体でも黒字であった。在 ASEAN4 日系企業は所在地の貿易収支の黒字
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拡大・改善に貢献していることになる。それに対して、日本からみると
在 ASEAN4 日系企業の販売・調達活動は輸送機械では貿易収支の黒字
を、また情報通信機械や電気機械、ならびに製造業全体では貿易収支の
赤字をもたらいている。
　在 ASEAN4 日系企業（製造業）の行動様式は以上のように整理する
ことができよう。
　冒頭でも述べたように、ASEAN はアジアにおける経済的ネットワー
クの形成を牽引する要の位置にある。こうしたなかで日本と ASEAN
諸国の中核的存在である ASEAN4 間の貿易において日系企業は重要な
位置を占めており、その行動様式が日本・ASEAN4 間貿易に及ぼす影
響力は他地域に所在する日系企業以上に大きい。在 ASEAN4 日系企業
（製造業）がどのような行動様式を採っていくのか今後も目が離せない
であろう。
（注）
（1）拙稿「在中国日系企業（製造業）の行動様式」（奈良学園大学社会
科学学会『社会科学雑誌』第 13 巻、2015 年 12 月、所収）。
（2）ASEAN 経済共同体や ASEAN 諸国の FTA などの最近の動向をも
視野に入れた ASEAN 経済の実態については、深川淳一・助川成也
『ASEAN 大市場統合と日本』文眞堂、2014 年、浦田秀次郎・牛山隆
一・可部繁三郎編『ASEAN 経済統合の実態』文眞堂、2015 年、石
川幸一・朽木昭文・清水一史編『現代 ASEAN 経済論』文眞堂、
2015 年、などを参照されたい。
（3）経済産業省『我が国企業の海外事業活動』第 43 回調査、219 ～ 220
ページ。
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